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株式会社Will Lab（ウィルラボ）は、

国や地方自治体、企業、NPO等と連携し

ジェンダーギャップのない多様性を認める社会の実現をめざします。

国

•内閣府男女共同参画推進連携会議 有識者議員

• →「男女賃金格差是正プロジェクト 地方・中小企業チーム」サブリーダー

•首相官邸「職業生活における女性の活躍PT」（座長 矢田稚子首相補佐官）にて提言（2024年5月）

•新しい地方経済・生活環境創生会議（第３回）にて提言（2025年1月25日）

地方自治体

•奈良県 奈良県こども・子育て推進アドバイザー（ジェンダー平等推進担当）

•三重県 人口減少対策・人材確保に向けた産学官連携懇話会 委員

•兵庫県豊岡市、富山県南砺市、宮城県気仙沼市にてジェンダーギャップ解消関連事業のアドバイザー

•東京都、宮崎県、青森県、新潟県、徳島県、札幌市などで女性のキャリア支援、リーダー育成講座提供

企業、起業家、NPO

•大手製薬会社、IT企業などで女性リーダー育成支援／DE＆I推進支援

•金融機関の男女賃金格差是正プロジェクトアドバイザー

•地方・中小企業の女性活躍推進支援

•NPO法人キッズドア「わたしみらいプロジェクト」困窮世帯の母親の就労支援事業



人口減少・少子化
地方の女性流出

背景に“ジェンダーギャップ”

地域・家庭・職場における
根強い性別役割分担意識

アンコンシャス・バイアス
（無意識の思い込み）



NHK「クロ現」、「あさイチ」でも特集

「東京が令和なら、地方は江戸時代…」
（20代女性の声）

 出典：NHKサイト



内閣府男女共同参画局「令和６年度地域における女性活躍・男女共同参画に関する調査」中間報告資料より

若者・女性が地方を出る理由：

進学、仕事理由のほかに、「地元から離れたい」「干渉から逃れたい」



日本のジェンダーギャップ（経済分野）の構造的背景



ジェンダー平等世界１位のアイスランド視察から

ジェンダーギャップ解消の背景

➢ 男性の育休取得85％
➢ 役員クオータ40％
➢ 男女賃金同一認証制度

従業員25人以上の企業に適用

➢ 人権意識

➢ 民主主義
世界で初めての民主議会

➢ 女性の連帯
 1975年女性の休日ストライキ



【提言①】

「決めつけ」
からの脱却

地方は、難しい

中小企業は、難しい

家庭内では、女性が強いから問題ない

女性が“年収の壁”を越えたがらない

この町では活躍したい女性はいない

取引先が男性を求めるので仕方ない…



【提言②】

自治体／業界／
企業単位で
データで
実態把握を

性別役割分担意識

採用の男女比

正規・非正規率

勤続年数

女性管理職比率

家事・育児時間

男性育休取得率
男女賃金格差



（参考）気仙沼市内事業所経営者による男女賃金格差の認識

令和6年度気仙沼市「市民の暮らしやすさ（Well-being）に関するアンケート」結果の報告（速報版）より

●まずは男女賃金格差に対する“認識”を把握／今後、実態の把握が必要



（参考）気仙沼市内で働く女性の認識

●仕事探しの課題「給料が安い」86.6％／職場で「男性の方が優遇されている」40.6％

「気仙沼市で暮らす女性の仕事・生活・デジタルスキルに関する調査」最終報告書（特定非営利活動法人ウィメンズアイ）より



【提言③】

地域ごとの特性、課題を

踏まえた連携モデルで

インパクトある解決を

モデル①都道府県×市町村

事例：奈良県

モデル②市町村×商工会議所などの経済団体

事例：兵庫県豊岡市、宮城県気仙沼市

モデル③市町村×地域づくり協議会、自治会

事例：富山県南砺市

その他：地方銀行による連携モデル（若者流出対策）

事例：ひろぎんホールディングス×中国電力×マツダ×広島県

企業ネットワーク「HATAful（はたフル）」プロジェクト



【事例①】奈良県 公務職場におけるジェンダーギャップ解消モデル
～県、市町村、企業、教育現場の意識調査を実施～

●2024年度より県庁内に「ジェンダー平等推進プロジェクトチーム」を設置
県庁内だけでなく、県内企業、県内市町村に対するジェンダーギャップの解消の取組を推進していく。
出典：令和6年5月27日「第4回 奈良県こども・子育て推進本部会議」資料より抜粋

【背景】
◆ 女性の就業率 70.6％（全国47位／2020年）
◆ 女性の家事従事時間 238分（全国1位／2021年）
◆ 「夫は外で働き、妻が家を守る」との意識を持つ県民の割合 50.4％（全国1位／2015年）



県内の市町村職員、教育現場、企業の社員等を対象に調査

出典：令和６年１１月１９日 「第６回 奈良県こども・子育て推進本部会議」資料より

➢ 市町村 ➢ 教育現場

➢ 企業



【事例②】兵庫県豊岡市 地域の企業連携による取り組み

【背景】
◆ 若年人口、特に若年女性人口の流出

「若者回復率※」を男女別に見ると、男性は52.2％なのに対し、女性は26.7％となっている（2015年国勢調査データから）
※10歳代の転出超過数に対する20歳代の転入超過数の占める割合

◆ 公正さの欠如
女性が流出する背景の一つに”ジェンダーギャップ“があり、そのままにすれば経済的損失、社会的損失にとどまらず、”公正さの欠如“となる。

●2018年10月、市役所含む市内16事業所で「ワークイノベーション推進会議」設立 120社に（2024年10月時点）

ワークイノベーション戦略の策定（2018年度～2027年度の10年計画）



●市内事業所従業員の意識調査でジェンダーギャップ、ジェネレーションギャップを可視化

兵庫県豊岡市 地域の企業連携による取り組み

➢毎年、事業所調査を実施し、女性従業員の2/3以上が「働きやすく、働きがいがある」と評価している
（＝男女格差が小さい）事業所の数を10年で50社に増やす計画を掲げ、施策の実行、モニタリングを実施。

➢アンケートで全従業員、女性従業員、男性従業員のそれぞれ2/3以上が評価していて、かつ、制度が整備されていると審査された企業を
「あんしんカンパニー」として表彰。これまでに4社が表彰されている。

豊岡市独自の表彰制度「あんしんカンパニー」

「働きやすさと働きがい」に関する従業員意識調査の結果
の一部を表彰の一次審査で使用。従業員意識調査では、
「働きやすく、働きがいがあると感じている」「労働時間や働
き方によって、評価が不利にならない」などの約30項目の
質問に対して、従業員一人ひとりが4段階評価で回答。

「制度」の有無だけでなく、実際に従業員がどう感じている
かを審査に反映していることが特徴。



中田工芸株式会社 
厚生労働省働き方改革特設サイトに掲載

株式会社由利
経済産業省「中小企業のためのダイバーシティ経営」に掲載

●ワークイノベーション推進会議参画事業所の取り組みが全国の事例に

兵庫県豊岡市 地域の企業連携による取り組み



【事例③】富山県南砺市 地域におけるジェンダーギャップ解消モデル

【背景】
◆ 若年人口、特に若年女性人口の流出
◆ 地域コミュニティの高齢化と根深い性別役割分担意識
◆ 地域（地域づくり協議会／自治会）の多くが（高齢）男性、地域における意識変革が起きづらい

●2023年度～地域づくり協議会幹部向けにワークショップを実施

●2024年度～男女格差是正に向けて、ジェンダーギャップ解消対策部署を設置
さらにジェンダーギャップ解消市民会議を設置し、主に『地域』でのジェンダーギャップ解消に向けた提言を市に提出。（写真右）

➢３１地域づくり協議会 全体会議

「行政が中心になって女性活躍・ジェンダーギャップを
解消していく方策をつくっているところがある（兵庫県
豊岡市）ので、取り入れて行きたい。」などの意見も。

➢地域向けセミナー

地域づくり協議会トップが「地域におけるジェ
ンダー問題の解決に取り組む」と宣言



（参考）自治体×地域づくり協議会連携モデル：富山県南砺市
地域づくりに参加する女性を育成する「南砺イノベーション講座」

NHK富山 NEWS WEB



【その他・若者流出対策モデル】地方銀行による地域連携
ひろぎんホールディングスが旗振り役となり、中国電力、マツダ、広島県が連携、若者の流出対策へ

出典：ひろぎんホールディングス 統合報告書2024



取組効果を高めるための企画立案や
企業を巻き込んでいくための留意点等

ポイント①ありたい姿の明確化
②当事者意識の醸成
③トップダウンとボトムアップ
④ありたい姿の数値化
⑤モニタリングと可視化・表出



豊岡市のワークイノベーション推進会議を視察

商工会議所、商工会等と連携、経営者ワークショップを通してアクションプラン方針を策定

宮城県気仙沼市 市×商工会議所・商工会等経済団体連携



（参考）気仙沼市ジェンダーギャップ解消プロジェクト

経営者ワークショップから見えた課題と目指したいゴールイメージ



10. 1  第1回 女性従業員向けセミナー
「キャリアの考え方を学ぶ」

10. 2  気仙沼市ジェンダーギャップ解消プロジェクト
発足宣言式
第1回 経営者向けセミナー

10.29 第2回 女性従業員向けセミナー
「リーダーシップを学ぶ」

11.26 第3回 女性従業員向けセミナー
「論理的思考を学ぶ」11.27 第2回 経営者向けセミナー

経営者対象 働く女性対象

（参考）気仙沼市ジェンダーギャップ解消プロジェクト

トップダウンとボトムアップの動きを同時並行、情報連携しながら推進
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